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▼▼

軽減されま軽減されますす

納税する人は世帯主
世帯主が国保加入者である無しに関わらず、世帯員に国保加入者がいれば世帯主が納税義務者です

３９歳までの人と６５歳以上７４歳までの人

医療保険分と後期高齢者支援金分を合計したものが国保

税になります。　※６５歳以上の人の介護保険料は、第１号

被保険者として別に納めていただきます。

４０歳以上６４歳までの人

医療保険分と後期高齢者支援金分と介護保

険分を合計したものが国保税になります。

．

計算例

計算例

計算例

．

計算例

．

計算例 計算例

計算例の計 計算例の計 計算例の計

介護保険分

（介護サービス費用として

負担いただいているもの）

後期高齢者支援金分

（後期高齢者医療制度支援をする

ため負担いただいているもの）

医療保険分

（医療費を払うために負担して　

　　　いただいているもの）

 課税所得額　　　   ×１.８０％　

　　　　　　 

１,６７０,０００円×１ ８０％＝３０,  ０６０円

　課税所得額　　　　　 ×２.４０％

　　　　　　　　　　　

１,６７０,０００円×２ ４０％＝４０,０８０円

  課税所得額　　　　   ×８.２０％

 １,６７０,０００円×８ ２０％＝１３６,９４０円

 １人当たり　　　　８,４００円   

　　　　　　

８,４００円×２人＝１６,８００円

  １人当たり　　　　　　８,０００円

　　　　　　　　　　

　  ８,０００円×４人＝３２,０００円

 １人当たり　　　　   ２７,２００円　　

　　　　

２７,２００円×４人＝１０８,８００円

 １世帯　　　　　　５,２００円

　 当たり　　　　　

　 ５２,０００円（１００円未満切捨て）

  １世帯　　　　　　　   ７,４００円

　  当たり　　　　　　　　  

　　７９,４００円（１００円未満切捨て）

 １世帯　　 　　　　  ２６,０００円

　 当たり

　　　　  

　　　２７１,７００円（１００円未満切捨て）

１６０,０００円１９０,０００円５８０,０００円

わたしたちの生活を支える税金 国民 健康保険税 健康保険税（国保税）（国保税）ののしくみしくみ　　

　　　　　　　　　　　　

◆所得による軽減……世帯の前年の所得が一定の基準以下の場合、国保税の均等割額と平等割額の

　軽減を行っています。軽減割合の判定については、以下のとおりです。

　・７割軽減　＝　３３万円　以下の世帯

　・５割軽減　＝　３３万円　＋　２７．５万円　×　（国保加入者数）　以下の世帯

　・２割軽減　＝　３３万円　＋　５０万円　　 ×　（国保加入者数）　以下の世帯

◆非自発的離職者に対する軽減……いままでお勤めされていた会社などをやむを得ず離職された人

　については、申告をしていただくことにより、当該年度を含む２年間軽減されます。

計算例の合計　　４０３,１００円
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区　　　　分

　① 所　得　割
　　所得（課税所得額）に応じて計算します

　　課税所得額…前年の総所得金額から

　　基礎控除（３３万円）を差し引いた額

税率

（額）

　② 均　等　割
　　世帯員の国保加入者数に

　　応じて計算します

　③ 平　等　割
　　１世帯当たりの金額

　　　限　度　額

　わたしたちの生活を支える税金わたしたちの生活を支える税金    国民 健康保険税国民  （国保税）のしくみ

　　　　　　　　　　　会社などを辞めて、他の医療保険に加入できない場合は、国民健康保険

に加入しなければなりません。また、国民健康保険に加入していた人が会社などに勤め、他の医療

保険に加入した場合、すみやかに国保離脱の手続きをしてください。

加入と離加入と離脱脱

【問合せ先】　住民課税務係　内線２６２・２６３

国保税＝所得割＋均等割＋平等割国保税額【３０年度】

　国民健康保険（国保）制度は相互扶助の精神に基づき、加入者の病気やけがなどに保険給付を行う

ことを目的とする制度です。

　その財源は、加入者が納める国民健康保険税（国保税）と国からの補助金などで成り立っています。

　

　納税通知書は、７月（１期）～３月（９期）までの９回に分けて、口座振替または現金（郵便局でも納
められます）の方法で納めていただきます。また、特別徴収（年金天引き）の人は、４月・６月・８月・１０

月・１２月・２月の６期（回）に分けて、年金から天引きし納めていただきます。

 ７ 月に納税通知書をお送りしますのでご確認ください

　　　　として次の家族の条件で 国保税（医

療保険分）の計算をしてみましょう。

（条件）家族構成：夫４２歳・妻４１歳・子ども１５歳

と１３歳・被保険者数４人・２９年の総所得金額

２００万円の課税所得額は１,６７０,０００円です。

計算は右のとおりとなり、

医療保険分年税額２７１,７００円

（１００円未満切捨て）　

同様に後期高齢者支援金分（７９,４００円）と介護

保険分（５２,０００円）を計算した合計が国保年税

額（４０３,１００円）になります。

　

計算例
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判　定　基　準負担割合

①同一世帯に課税所得１４５万円以上の
　被保険者がいない場合
②同一世帯の被保険者の収入額の合計
　が５２０万円未満（単身の場合は３８３万
　円未満）の場合
③同一世帯の７０歳から７４歳の人と被
　保険者の収入額の合計が５２０万円未
　満の場合
※ ②③は申請が必要です

１割

上記以外の人３割

※ 課税所得：所得合計から住民税の控除額を引いた金額

【問合せ先】
　にこにこ甘楽内
　健康課国保係
　内線　６１１

保
険
保
険
証証
をを

更
新
更
新
し
ま
し
ま
すす

後
期
高
齢
者
医
療
制
度

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
のの

　
８
月
１
日
か
ら「
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証（
保
険
証
）」が
新
し
く
な
り
ま
す
。

　
新
し
い
保
険
証
は
、「
茶
色
」
で
、封
筒
に
入
り
７
月
中
に
お
手
元
に
届
く
よ
う
に
簡

易
書
留（
受
け
取
り
に
は
受
領
印
が
必
要
）
で
郵
送
し
ま
す
。

　
今
お
持
ち
の
保
険
証
は
８
月
以
降
使
え
ま
せ
ん
の
で
、ご
自
宅
で
破
棄
す
る
か
、役

場
ま
た
は
に
こ
に
こ
甘
楽
ま
で
返
却
し
て
く
だ
さ
い
。

　
次
の
条
件
の
す
べ
て
に
該
当
す
る
人

は
、申
請
手
続
き
を
省
略
し
、平
成
　
年
８

３０

月
１
日
よ
り
使
用
で
き
る
新
し
い
限
度
額

適
用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
を
保
険

証
に
同
封
し
ま
す
。

①
前
年
度
に
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額

　
減
額
認
定
証
の
交
付
を
受
け
、現
在
も

　
該
当
し
て
い
る
人

②
平
成
　
年
度
も
引
き
続
き
住
民
税
非
課

３０

　
税
世
帯
と
な
る
人

　
同
一
世
帯
の
被
保
険
者
の
今
年
度（
平

成
　
年
度
）の
住
民
税
課
税
所
得
に
よ
り

３０
判
定
さ
れ
ま
す
。住
民
税
課
税
所
得
が
１

４
５
万
円
以
上
の
人
は
３
割
負
担
 、１
４

５
万
円
未
満
の
人
は
１
割
負
担
と
な
り
ま

す
。
　
な
お
、平
成
　
年
　
月
　
日
時
点
で
世

２９

１２

３１

帯
主
で
あ
っ
て
、同
一
世
帯
に
合
計
所
得

　
万
円
以
下
の
　
歳
未
満
の
世
帯
員
が
い

３８

１９

る
場
合
に
は
、世
帯
員
の
年
齢
と
人
数
に

応
じ
た
額（
①
　
歳
未
満
は
１
人
に
つ
き

１６

　
万
円
②
　
歳
以
上
　
歳
未
満
は
１
人
に

３３

１６

１９

つ
き
　
万
円
）を
住
民
税
課
税
所
得
か
ら

１２

控
除
し
、負
担
割
合
を
判
定
し
ま
す
。

▲

見  本

※ 保険証の色

　 は「 茶色 」

　
現
在
お
持
ち
の
証
が
７
月

現
在
お
持
ち
の
証
が
７
月
　
日日
３１３１

で
有
効
期
限
が
満
了
と
な
り
ま

で
有
効
期
限
が
満
了
と
な
り
ま
すす

の
で
、
更
新
手
続
き
を
し
て
く

の
で
、
更
新
手
続
き
を
し
て
く
だだ

さ
い
さ
い
。。

現
在
交
付
を
受
け
て
い
る
人

平
成

年
分
の
所
得
状
況
を

　
平
成
　
年
分
の
所
得
状
況
を
、、

２９２９

町
で
確
認
さ
せ
て
い
た
だ
き

町
で
確
認
さ
せ
て
い
た
だ
き
まま

す
。
所
得
税
が
非
課
税
の
人
は

す
。
所
得
税
が
非
課
税
の
人
は
引引

き
続
き
受
給
資
格
者
証
を
交
付

き
続
き
受
給
資
格
者
証
を
交
付
しし

ま
す
の
で
、
改
め
て
通
知
い
た

ま
す
の
で
、
改
め
て
通
知
い
た
しし

ま
す
。
所
得
税
が
課
税
の
人
は

ま
す
。
所
得
税
が
課
税
の
人
は
交交

付
さ
れ
な
く
な
り
ま
す

付
さ
れ
な
く
な
り
ま
す
。。

　
な
お
、
平
成

年
分
所
得
を

な
お
、
平
成
　
年
分
所
得
を
申申

２９２９

告
し
て
い
な
い
人
は
、
交
付
対

告
し
て
い
な
い
人
は
、
交
付
対
象象

と
な
り
ま
せ
ん
。
申
告
の
済
ん

と
な
り
ま
せ
ん
。
申
告
の
済
ん
でで

い
な
い
人
は
、
至
急
申
告
を
し

い
な
い
人
は
、
至
急
申
告
を
し
てて

く
だ
さ
い

く
だ
さ
い
。。

医療機関などの窓

口で支払う自己負

担割合が記載され

ています。

福
祉
医
療
費
受
給
資
格
者

福
祉
医
療
費
受
給
資
格
者
証証

　
　
　
  のの
更
新
更
新
がが

必
要
必
要
で
す
で
す

（
ピ
ン
ク
の
券

（
ピ
ン
ク
の
券
））

自
己
負
担
割
合

限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減
額

認
定
証
の
同
封

母
子
・
父
子
家
庭
な
ど

受
給
資
格
者
証
を
お
持
ち
の
人
へ
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後期高齢者医療の人国民健康保険の人≪対　象　者≫

現役並み所得 Ⅰ・Ⅱの人
国保税を完納している世
帯の人

限度額適用認定証

住民税非課税世帯の人
国保加入者と世帯主が
住民税非課税の人

標準負担額減額認定証

 国
民
健
康
保

国
民
健
康
保
険険
・・
後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険
者
の
皆
さ
ん

後
期
高
齢
者
医
療
の
被
保
険
者
の
皆
さ
ん
へへ

「
限
度
額
適
用

「
限
度
額
適
用
・・

標
準
負
担
額
減
額
認
定

　
 標
準
負
担
額
減
額
認
定
証証
」」申申
請
の
ご

請
の
ご
案
内
案
内

　「
限
度
額
適
用
認
定
証
」を

提
示
す
る
と
、病
院
で
の
支

払
い
が
自
己
負
担
限
度
額
ま

で
と
な
り
ま
す
。ま
た
 、「
標

準
負
担
額
減
額
認
定
証
」を

提
示
す
る
と
 、入
院
時
の
食

事
代
な
ど
が
軽
減
さ
れ
ま

す
 。交
付
を
希
望
さ
れ
る
場

合
に
は
健
康
課
国
保
係
へ
申

請
を
し
て
く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
険
の
被
保
険
者

の
皆
さ
ん
へ
…

　
現
在
認
定
証
を
お
持
ち
の

人
も
７
月
　
日
で
有
効
期
限

３１

満
了
と
な
り
ま
す
の
で
、引

き
続
き
軽
減
を
受
け
る
た
め

に
は
更
新
手
続
き
が
必
要
と

な
り
ま
す
。

申
請
に
必
要
な
も
の

　
・
印
か
ん

　
・
保
険
証

　
高
額
療
養
費
制
度
と
は
、ひ
と
月
に
支
払
っ
た
医
療
費
が
高
額
に
な

り
、決
め
ら
れ
た
上
限
額
を
超
え
た
場
合
に
、上
限
額
を
超
え
て
支

払
っ
た
医
療
費
を
払
い
戻
す
制
度
で
す
。
上
限
額
は
個
人
も
し
く
は
世

帯
の
所
得
に
応
じ
て
決
ま
っ
て
い
ま
す
。

負担割負担割合合外来＋入外来＋入院院（世帯ごと（世帯ごと）） 適 用 区適  用  区  分分

３割

２２５２，６０５２， ６０００円円＋（医療費-＋（医療費- ８４２，００８４２，００００円）円）×1％×1％

〈多数〈多数回回１４０，１０１４０，１０００円〉円〉

現役並現役並みみⅢⅢ（課税所課税所得得６９０６９０

万円以上の万円以上の人人）） 現
役
並
み
所
得
者

１６７，４００１６７， ４００円円＋（医療費-＋（医療費- ５５８，０００５５８，０００円）円）×1％×1％

〈多数〈多数回回９３，００９３，００００円〉円〉

現役並現役並みみⅡⅡ（課税所課税所得得３３８０８０

万円～６９０万円万円～６９０万円未未満の人満の人））

８８０，１０００， １００円円＋（医療費-＋（医療費- ２６７，００２６７，００００円）円）×1％×1％

〈多数〈多数回回４４，４０４４，４０００円〉円〉

現役並現役並みみⅠⅠ（（課税所課税所得得１４５１４５

万円～３８０万円万円～３８０万円未未満の人満の人））

１割２割

５５７，６７，６０００円０ 円

〈多数〈多数回回４４，４０４４，４０００円〉円〉

１８，００１８，００００円円

年間上年間上限限
１１４４４，００４，００００円円

 課税所課税所得得

１４５万円未満の １４５万円未満の人人

一
　
般

２４，６０２４，６０００円円８，００８，００００円円
 低所得低所得者者ⅡⅡ
 （低所得（低所得者者質質以外の以外の人人））

住
民
税
非
課
税

１５，００１５，００００円円８，００８，００００円円
 低所得低所得者者ⅠⅠ
 （所得なしの（所得なしの人人））

※※１１

※※２２

※1   世帯収入の合計額が５２０万円未満（１人世帯の場合は３８３万円未満）の場合や、「旧ただ
　　  し書所得」の合計額が２１０万円以下の場合も含みます。
※２   過去１２カ月以内に３回以上、上限額に達した場合は、４回目から「多数回」該当とな

り、上限額が下がります。

７７００歳以上の人の上限歳以上の人の上限額額（月ごと）（月ごと） 国
保
　
歳
以
上
・
後
期
高
齢
者
の
皆
さ
ん
へ

７０

※現役並み所得Ⅰは課税所得１４５万円以上３８０万円未満、現役並み所得Ⅱは課税
　所得３８０万円以上６９０万円未満の人

　
現
在
お
持
ち
の
証
が
７
月
　
日
３１

で
有
効
期
限
が
満
了
と
な
り
ま

す
。

現
在
交
付
を
受
け
て
い
る
人

　
新
し
い
受
給
資
格
者
証
を
交
付

し
ま
す
の
で
、
改
め
て
通
知
し
ま

す
。

現
在
交
付
を
受
け
て
い
な
い
人
　

　
身
体
障
害
者
手
帳
１
、
２
級
・

療
育
手
帳
判
定
Ａ
・
障
害
者
年
金

１
級
・
特
別
児
童
扶
養
手
当
１
級

に
該
当
し
て
い
て
交
付
を
受
け
て

い
な
い
人
は
、
健
康
課
国
保
係
で

交
付
申
請
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ

い
。

現
在
交
付
を
受
け
て
い
な
い
人

　

歳
未
満
の
お
子
さ
ん
の

　
歳
未
満
の
お
子
さ
ん
の
いい

１８１８
る
母
る
母
子子
・・
父
子
家
庭
、
父
母
の

父
子
家
庭
、
父
母
の
いい

な
い
な
い
　
歳歳
未未
満
の
児
童
に
該
当

満
の
児
童
に
該
当
すす

１８１８

る
人
で
交
付

る
人
で
交
付
をを
受
け
て
い
な
い

受
け
て
い
な
い
人人

は
、
健
康
課
国
保
係
に
交
付
申

は
、
健
康
課
国
保
係
に
交
付
申
請請

手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。
平

手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。
平
成成

年
分
の
所
得
税
が
非
課
税
の

　
年
分
の
所
得
税
が
非
課
税
の
場場

２９２９合
は
、
受
給
資
格
者
証
を
交
付

合
は
、
受
給
資
格
者
証
を
交
付
しし

ま
す
ま
す
。。

※※２２

※※２２

※※

８
月
か
ら
高
額
療
養
費
の

　
　
　
　
　
　
上
限
額
が
変
わ
り
ま
す

重
度
心
身
障
害
者
の

受
給
資
格
者
証
を
お
持
ち
の
人
へ

町政の動き

Ｓ１Ｓ１９９..
４４..２２
以以降降
生ま生まれれ

Ｓ１Ｓ１９９..
４４..１１
以以前前
生ま生まれれ

( )

平成３０年８月から

外外来来（個人ごと（個人ごと））

兼 券
献 献
献 献
験 鹸

兼 券
献 献
献 献
験 鹸


